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6月6日（木）3コマ目 

離島振興に必要な経費（国土政策局） 

 

【説明者】  それでは、国土交通省国土政策局離島振興課のほうから、資料に基づきま

して御説明を申し上げます。 

 １ページでございます。事業名、離島振興に必要な経費ということで、こちらにつきま

しては、令和５年度補正予算額が２.５億円、令和６年度当初予算額が１１.５億円という

事業でございます。 

 本事業の目的であります。厳しい条件にある離島の自立的発展を促進し、島民の生活安

定及び福祉の向上を図るとともに、地域間交流を促進し、無居住離島の増加及び人口の著

しい減少の防止や、定住の促進等のため、地方公共団体による定住促進及び交流促進に係

る取組を支援する、離島活性化交付金等に充てるものでございます。 

 本事業の必要性でございます。離島は、四方を海等に囲まれております。２ページ以降

に具体的なデータもつけてございますけれども、本土に比べて人口減少が顕著であり、高

齢化等、他の地域に比較して厳しい自然的・社会的条件下にあります。 

 こうした離島の自立的発展等のためには、離島振興対策実施地域に特化した支援制度が

必要であるというふうに考えております。 

 本事業の枢要を占めるのは、離島活性化交付金という制度でございます。平成２５年度

に設けられた交付金制度でございまして、こちらは、今、米印に書いてございますけれど

も、離島振興法に基づく離島振興対策実施地域に指定されている島々というのは２５６あ

りまして、これらの島々は２６都道府県１１市町村に属しております。これらの離島を抱

える自治体が、自ら作成する交付金事業計画に記載された、次のような事業を支援するも

のでございます。 

 大きく２つのカテゴリーがございまして、１つは定住促進事業ということで、こちらは

戦略産品の海上輸送費の支援等の産業活性化、また、定住誘因を図るための事業等々に使

われてございます。２本目の柱といたしましては、交流促進事業というものでございまし

て、これは交流人口・関係人口の拡大、また当該住民との交流といった、主にソフト事業

等に充てられているものでございまして、後ほど御説明いたします離島留学などはこの交

流促進事業の一環として行っているところです。 

 右側に、本事業の効果の発現経路を記載してございます。 
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 本事業は、離島振興法という法律の目的を達成するために行っているものでございます。

離島振興法の第１条には、左側にありますような振興の方針といたしまして、離島の自立

的発展等々の施策を行うことによって、無人の離島の増加の防止、人口の著しい減少の防

止、離島における定住の促進、それらをひいて国民全体の経済発展、国民利益の増進に寄

与するということを法目的として掲げているところでございまして、本事業につきまして

は、各離島を抱える自治体から交付金事業計画を立てていただきまして、その創意工夫に

基づく事業に対して交付金を交付し、それらの事業を行っていただくことで、離島振興法

に掲げてある著しい人口減少の防止等につなげていくというものでございます。想定され

ている論点は３点あると思いまして、後ほど御説明をさせていただきます。 

 ２ページ目に、具体的な現状を示すデータ等々、記載をさせていただいておるところで

ございます。 

 具体的な論点でございますけれども、１点目は中長期的なアウトカムは適切かというこ

とでございまして、先ほど御説明しておりますとおり、離島振興法は無人の離島の増加の

防止、人口の著しい減少の防止、定住の促進というのを掲げておりますので、本事業につ

きましては、この離島振興法の目的であります人口の著しい減少の防止を図るという観点

から、長期的なアウトカムといたしましては、離島地域の総人口というものを設定してい

るところです。 

 その上で、下になりますけれども、総人口の減少を抑えるためには、離島地域における

移住・定住を促進し、各年度の社会減のペースを抑えるということが必要だと考えており

ますので、中期的なアウトカムといたしましては、人口の社会増減数というものに着目し

た目標というものを設定しているところでございます。 

 ４ページは、事前に委員の先生方に、この交付金事業と離島の人口減少の抑制効果を、

データ上で示すことができないかという御質問をいただいておりましたので、４ページ目

にその資料を記載してございます。 

 左側は平成２５年度の創設以来、一度でも交付金を活用した島と全く交付金を活用して

いない島の、人口減少の状況を比較したものでございます。 

 一方で、人口比で見ますと、島の人口の多くがこの交付金事業の活用をいただいており

ますので、さらにそこをカテゴライズしまして、右側でありますけれども、毎年度継続し

てこの交付金制度を使って離島振興事業を行っている島々と、そうではない島々というと

ころを比較したデータを右側に示しておりますけれども、このデータを見ましても、６％
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ほど人口減少の状況に差があるということで、本事業を継続的に使っている島々におかれ

ましては、人口減少の抑制に一定の効果があるという傾向が見られるのではないかと考え

ているところでございます。 

 ５ページ目に、短期的なアウトカムの設定というところの論点を提示させていただいて

おります。 

 現在、これまでのレビューシート上は、短期アウトカムといたしましては、観光入り込

み客数というものを設定しているところでございます。 

 しかしながら、離島活性化交付金というのは、観光入り込み客数につながる事業以外に

も、交流・定住の促進に資する事業として、複数のメニューの中から各自治体が事業を選

択いただいています。 

 こういった観点から、それぞれのアクティビティーに応じた指標設定が効果的とも考え

られますけれども、一方で、先ほどから申し上げますとおり、この事業といいますのは、

自治体のほうでどのような事業を実施するかというのを選択いただいている性格のもので

ございますので、なかなか一律の指標設定というのは難しいというふうに考えております。 

 一方で、各自治体の交付金事業計画の策定に際しましては、事業ごとに成果目標という

のを設定していただいておりますので、これらの達成状況を今後は短期的なアウトカムと

していくということは考えられるかと思っております。 

 下のほうに主な設定例がありますけれども、例えば定住・移住に係る目標であれば、実

際に移住者用の住宅を利用して定住につながった数であるとか、離島留学であれば寄宿舎

の生徒数の状況であるとか、輸送費支援では実際に対象となっている産品の輸出量である

とか、こういった指標が考えられます。 

 論点の３点目といたしましては、優良な事例について、効果的な横展開を図るというこ

とであります。 

 こちらに事例が３つございますけれども、例えば佐渡市さんにおかれましては、定住促

進住宅等を整備して実際に移住につながっている例。また、離島留学を実施することによ

りまして、全校生徒数が増加し、学校の存続につながって、離島に大きな活性化の効果を

生んでいる例。また、輸送費支援を行うことによって、当該産業が活気を取り戻し、地域

の振興につながっている例。こういったものがございます。 

 ７ページ目に、以上申し上げました点につきまして、ロジックモデルとして整理した資

料を掲載しております。短期アウトカムにつきましては、ここに書いてある赤字のような
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形で、今後設定し、修正していく必要があるというふうに考えているところでございます。 

 資料の説明は以上でございます。 

【木村会計課長】  ありがとうございます。 

 本事業に関しまして考えられる論点、先ほど言及がございましたけれど、３つ提示させ

ていただきます。１点目は、中長期的なアウトカム設定は適切か。２点目は、自治体が自

主的にアクティビティーを選択するという本事業の性質上、短期的なアウトカムをどのよ

うに設定すべきか。３点目ですけれども、効果検証の結果、効果の高いことが確認されて

いる優良事例について、より効果的に横展開等を図るべきではないか。 

 以上、３点を中心に御議論いただければと思います。 

 ここからは、取りまとめ役の杉本先生を中心に御議論いただきますよう、よろしくお願

いいたします。 

【杉本委員】  御説明のほう、ありがとうございました。取りまとめ役の杉本でござい

ます。 

 それでは、早速ですけれども、先生方、何か御質問、御意見等ございませんでしょうか。 

 お願いします。 

【小林委員】  御説明ありがとうございました。４ページのところで、人口減少の抑制

効果、離島活性化交付金の使用頻度と人口減少率の差異というのは見られるということで、

一定の効果があるのではないかということで、こういうデータがあるのは非常にいいので

はないかなというふうに思ったんですけど、そうだとしたときに、この交付金に人口を抑

制する効果があるのだとすれば、それをきちんと活用することによって、人口減少を食い

止めるというのはさすがにちょっとハードルが高いけれども、減少率を抑えるというよう

なことが可能性として出てくると思うんです。 

 その時に、３ページで中長期的なアウトカムの設定というところで、離島地域の総人口

というのを長期アウトカムに設定して、２６万３,０００人ですかね、令和１４年度なので

８年後のところ、計算したところからの１０年後ということかもしれませんけども、そこ

での数字をこのように設定するという御提案なんですけども、これって、今のトレンドの

延長で計算すると、８年後ないし１０年後にこの数字になるという想定で、その数字を目

標とするということですか。 

【説明者】  これまでの過去１０年間のトレンドから悪化させないというところで目標

を設定しておりますので、トレンドと、あと全国的に高齢化が進むことによる人口減少の
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傾向というのはありますので、その両者を加味した上で、いわゆるトレンドをこれ以上悪

化させないというところの推計から、この２６万３,０００人という目標は設定している

ところです。 

【小林委員】  なるほど。このトレンドの下がり方をもう少し抑制するというのは、難

しいというふうに認識しているということですか。 

【説明者】  離島は非常に高齢化率も高くありますので、このままの状況で行けば、ま

すます人口減少の傾向というのが厳しくなっていくだろうというところを、そこを地域活

性化に係るこのような取組を通じて、現行トレンド以上に悪化させないというところが、

人口減少を抑制していくという上では重要かなというふうに考えているところです。 

【小林委員】  なるほど、分かりました。 

 このトレンドの計算もそうなんですけど、その下の、同じ３ページで、社会減少を１,５

００人に食い止めるというのを目標として設定されていますけども、これもトレンドで計

算されたんだと思うのですが、減少幅で――減少数ですかね、のトレンドで評価したとい

うことになりますかね。 

 というのは、減少率で見たほうがいいんじゃないかなと。というのは、時間がたってい

くとだんだん母数が小さくなっていくので、数量で見るとだんだんハードルが上がってい

くことになるかなという気がするんですが、これを社会増減率で見るのと、社会増減数で

見るのと、どちらが適切だと考えていらっしゃいますか。 

【説明者】  ここで中期アウトカムというのは、先生御指摘いただいたとおり、これま

でのトレンドから目標設定をしているところで、先ほどの人口と同じように、これ以上悪

化をさせないというところを目標値として設定しているところであります。 

 ここを総量とするか率でするかというところでいいますと、目的としているところは、

あまり意味合いは変わらないのかなと思うんですけれども、数字をとって集計するという

観点で、これまでは実数に着目した設定を行ってきているところでございます。 

【小林委員】  分かりました。あともう一個なんですけど、７ページでロジックモデル

の修正案というのを出していただいていて、今出てきた、社会増減数は中期アウトカムで

引き続き残しつつ、短期アウトカムのところを、事業ごとに成果目標が違うので、それが

達成できているかどうかということをまず見ると。 

 これは非常にいいんじゃないかなと思うんですが、その時に、この上の観光入り込み客

数をなくしてしまうのはちょっともったいないかなと思って。というのは、要するにアウ
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トプットのところで、いろんな事業がある中で、大きく分けて定住促進事業と交流促進事

業に分けられるとするのであれば、その定住促進事業・交流促進事業のそれぞれの全体的

なアウトカムとして、社会減少を食い止めつつ観光客も増やすというのが、中期アウトカ

ムの中に並列してもいいんじゃないかなという気がするのですが、そこはいかがでしょう

か。 

【説明者】  もともと、これまでの短期アウトカムに観光入り込み客数を設定していた

経緯、考え方というのは、人口の社会増減数、いわゆる移住をしてもらうということから

すると、まず離島を知ってもらわなきゃいけない、そのためには交流人口を増やしていく

べきだと。短期的に交流人口が増えることが、中期的に移住につながっていくというのが

従前のロジックモデルの考え方でありまして、ただ、先ほど申し上げているように、本事

業の性格というのは、観光促進のための事業だけやっているわけではないので、事業成果

目標の達成状況ということに着目してはどうかという御提案を、今回、しているところで

ありまして、ただ、短期的な交流人口のはかり方という意味では、この観光入り込み客数

という数字ぐらいしか数字としてございませんので、これを残すということ自体は可能で

すし、この数字自体は毎年離島の自治体に調査をしておりますので、そこを追っていける

というのは可能かなというふうには考えています。 

【小林委員】  分かりました。ありがとうございます。確かにロジックとして、まず観

光客を増やして、そして移住を促進という流れはもちろんあり得るところではあると思う

ので、そういう意味でなくすというのも一つありですし、一方で、中期アウトカムとして

並立してもいいのかなという気もしますので、そこら辺、また今後御検討いただければと

思います。 

 すみません、長くなりました。以上です。 

【杉本委員】  よろしいでしょうか。 

 それでは、オンラインで挙手いただいています齊藤先生、お願いできますか。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。御丁寧な説明どうもありがとうございました。

そして、大変重要なテーマ、課題だというふうに認識しております。 

 論点③のところに関して確認をしたいんですけれども、優良事例の横展開ということで、

効果が高いことが認識された優良事例について、より効果的な横展開を図るべきではない

かというふうに、論点③を提示していただいているところですが、ちょっと確認でござい

ますが、まず「効果が高い」ということはどのように判断されたのかということと、「より
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効果的」という意味では、今、既にどのような横展開の取組をされているのかということ

を、確認として、まず教えていただきたいと思います。お願いいたします。 

【説明者】  御質問ありがとうございます。まず、効果が高いというのは、ここで３つ

事業を載せさせていただいているのは、その前のページに、いずれも各事業計画で成果目

標というのを記載していただいているところですけれども、それの効果が数字としてしっ

かり上がってきているもの、それが一つ、優良な事例ということで考えられるかというふ

うに思っています。 

 現行、この優良な事例の横展開ということでやっている取組といたしましては、一つは、

離島振興に携わっている自治体の職員の方々に対して、年１回、我々の離島振興に関わる

施策について説明する機会というのを設けております。 

 こちらにおいて、こういった優良な事例、成果があったような事業については、直接そ

の事業を行った自治体のほうからプレゼンテーションをしていただいて、その時の取組の

中身であったり、御苦労された点であったりというところを、ほかの離島の自治体にも共

有するという取組をしておりますので、この取組をさらに発展させていくということが、

今後必要かなというふうに考えているところでございます。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。そうすると、年１回、こういう情報を得る機会

があるということですね。 

 ただ、もう少し頻度よくとか、あるいは、そういったものが録画をされていて、いつで

も見れるようなことが、今、現状で可能なのでしょうか。 

【説明者】  本年も５月に説明会をさせていただいていましたけれども、特に録画とか

配信等はしておりませんけれども、今の御指摘を踏まえますと、こういった事例、１回限

りの説明会というよりは、その中身がちゃんと離島の自治体に伝わっていくということが

大事だと思いますので、そこの工夫の仕方というのは、また改めて我々としても考えてい

きたいというふうに思います。 

【齊藤委員】  ありがとうございます。そうした自治体同士が直接交流して情報を得る

ような機会も重要かと思いましたので、質問させていただきました。どうもありがとうご

ざいました。 

【杉本委員】  よろしいでしょうか。 

 それ以外に何か御質問等。お願いします。 

【大屋委員】  御説明ありがとうございました。本件なんですけれども、申請の競争率、
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競争性というか、要するにどのぐらいの申請があって、どのぐらい採択されるかというの

の目安があれば教えていただきたいのですが。件数ですね。 

【説明者】  年によってばらつきがあります。令和６年度であれば、事業の予算額を上

回る御要望をいただいていますので、それぞれの事業計画の中身を見させていただいて、

特に事業の目標設定とか、中身がきちっとリンクしているか、そういうところをチェック

して、中身のいいものから順番に、予算の範囲内で当てはめているということ等でござい

ます。 

【大屋委員】  例えば我々の科学研究費補助金だと、採択率が３０％とか、費目によっ

てはもっと小さかったりするのですが、そこまでひどく競争的というわけではないという

理解でいいですか。 

【説明者】  さようでございます。その意味では、これは離島の生活等に直結している

事業でございますので、できる限り御要望いただいたものはつけられるようにという予算

額を確保する努力をしておりますが、全て１００％応じられるには、まだ少し、今年度で

あれば予算的には十分でなかったというところもありますので、引き続き我々もそこは努

力していかないといけないなというふうに思っているところです。 

【大屋委員】  ありがとうございます。おっしゃるとおり、離島の存亡をかけた事業と

いうことになると思いますので、ある程度広く支援したいというお気持ちは大変よく分か

るところだと思います。 

 一方で、ここはやっぱり一つ肝だと思いまして、先ほど申し上げたような競争性の高い

申請だと、やはり申請するほうも成果目標について、成果の見込みについてかなり高くビ

ッドしないといけない。最初から小さな目標だけ掲げていると絶対に採択してもらえない

ので、ある程度チャレンジングに目標を掲げるわけです。 

 それがどのぐらい達成されたかというのはシリアスな指標として使えるわけですけれど

も、必ずしも競争性が高くないということになると、最終的にそれが達成された度合いが、

どうも国交省さんの成果目標になりそうだなというのに勘づかれた離島さん側が、ここは

ちょっと低めにビッドしようと。やはり安全に、成功とみなされるような数字でビッドす

るほうが確実なのではないかというふうに行きかねないところは、若干やはりあろうかと

思います。 

 もちろん、代替指標として御提案いただいた成果目標の達成割合、これを把握すること

は重要だと思うんですけれども、ちょっと限界があるのかなというのが個人的印象です。 
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 現在設けられているような観光客入り込み数、これが交流促進事業部分のある種の変数

としては使えるだろうということを前提に、定住促進事業部分について、短期にそう影響

が出るものではないけれども、やはり人口増減でありますので、実際の定住者の数みたい

なもので、客観指標として取っていくということは望ましいかなというふうには思いまし

た。 

 以上です。 

【説明者】  その意味では、我々、交付金事業計画を出していただいて、今回とりわけ

成果目標というのを短期アウトカムとして設定していくということになれば、今は自治体

が自主的に交付金事業計画に書いてある数字というところで採用しているわけですが、

我々も事前に交付金事業計画をヒアリングしながら、自治体と一緒につくっていくという

ところもありますので、我々としても、その事業の中身と、中身に応じて適切な成果目標

を設定されるかというところは、我々としても自治体のほうによくヒアリングをし、必要

によってはいろんな助言をしという形で、そこはしっかりやっていきたいというふうに考

えているところです。 

【杉本委員】  よろしいでしょうか。 

 じゃあ、お願いします。 

【加藤委員】  説明ありがとうございました。島の規模があるとはいえ、ＥＢＰＭの観

点から評価されていると思いました。指標もつくっておられると思いました。データのと

ころ、分析ありがとうございました。 

 修正の御提案ですけど、短期指標ですけど、私、これは賛成したいと思います。個別に

することによって、やっぱり自治体の政策を提案する能力というのは上がっていくでしょ

うし、長期的に効いてくる、横展開することによっても多分、遂行能力が上がるから、長

期的な効果があろうかと思いますので、私はこれも非常にいいと思いました。 

 一点なんですけど、参考資料を頂いていまして、１つは質問で１つは意見なんですが、

１つは、１０ページで、奄美は奄振があるからここは対象外なんですけど、これ、人口減

少ないですよね。これはやっぱり大島があるからなのかとか、その辺の感覚的なものがあ

れば、ちょっと教えてほしいなと。大きいから全体が少ないのかというのが一つと、それ

から意見のほうは、１２ページで、配慮事項が離島振興法にあるんです。 

 これは、役所が違うから難しいというのは分かるんですけど、実は自治体レベルで行く

ともっと縦割りですから、もっと分からない。配慮事項にあるものの幾つかは、長期的に
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国のほうで持っていただいて、本当に配慮をして、全体的に総合的に離島政策というのを

見ていっていただけるような、そういう姿勢といいますか視点といいますか、それを持っ

ていただきたいと、これはお願いでございます。 

 以上でございます。 

【説明者】  ありがとうございます。奄美の人口の状況につきましては、左に奄美地域

も担当している企画調整官がいますので、後ほど答えさせたいと思います。 

 この１２ページの配慮事項につきましては、先生おっしゃるとおり、これは我々国土交

通省国土政策局だけの施策ではなくて、国交省内他局、各省庁の施策が横断的に記載され

ているところです。 

 ただ、我々、離島振興という旗を振っている立場でございますので、こちらの状況とい

うのは、離島振興法の中に、毎年度講じた施策を国土審議会に報告するという規定がござ

いまして、毎年度、各省庁が配慮事項、かくかくしかじかでいっぱい書いてございますけ

れども、こちらでどういう事業をやったのかというところを、我々としても情報を収集し

て整理をしているところでございますので、引き続き、各省庁の事業もきちっと配慮規定

にのっとって進められているかどうかというところのフォローというのは、国土政策局離

島振興課としてもやっていくという考えでおります。 

【説明者】  奄美について少し補足させていただきますと、離島地域と比べますと若干、

人口減少率は低いというか、そこまで悪くないというところでございますが、確かに奄美

群島だけでも大体１０万人ぐらいおりますので、離島が大小様々あるというところと比べ

ると、やはりある程度人口規模があるというところは一つあるかなと思います。 

 ただ、やはり沖縄ですとかほかの離島と比べますと、状況が必ずしもいいとは言えない

というような状況でございます。 

【加藤委員】  ありがとうございます。 

【杉本委員】  滝澤委員、どうぞ。 

【滝澤委員】  御説明ありがとうございました。４ページ目の図を御作成くださいまし

てありがとうございました。すばらしいトライアルだというふうに思います。 

 この図は、交付金を活用した島々の人口を合計した値と、交付金を活用していない島々

の人口を合計した値の推移を比較しているものと理解しておりますけれども、各島に注目

すると、交付金を活用していても、交付金を活用していない島の平均的な減少率よりも、

活用したところの減少率が大きいような島も、もしかするとあるかもしれませんし、ある
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いは逆に、交付金を活用しているおかげで減少率がとても小さい島というのもあるかもし

れないと。 

 先生方がおっしゃいましたけれども、御説明の中にもありましたが、交付金をもらって

減少率がとても小さくなった島について、どういう取組が行われていて、それが横展開可

能なのかどうかを調べるというのが、よろしいかもしれないというふうに思いました。 

 それから、離島といっても人口が多いところと、今議論がありましたが、そうでないと

ころもあるかと思いますので、横展開するときはペアといいますか、類似の島で展開され

るというようなことも検討されるとよいかもしれません。 

 それからもう一つ、大屋先生がおっしゃったところと重複しますけれども、やはり自治

体それぞれが目標を設定されるということでしたけれども、その目標設定自体について、

何らか修正といいますか、コメントをつけるということはこれまであったのかどうか、そ

の点は質問させていただければと思います。 

 以上です。 

【説明者】  まず、１点目の人口の減少について、これは総数で比較をしているもので

す。島ごとの人口減少率というのも当然出せるんですけれども、島によっては、人口が５

人とか１０人とかの島だと、１人いるだけで１０％２０％変わってくるので、我々も減少

率で平均化してもあまり意味がないなと思いますので、ここでの評価というのは、全ての

島の人口を足し合わせて全体のパーセンテージを取っているという形で整理をしてござい

ます。 

 横展開するに当たって、先生おっしゃるとおり、島の規模によっても違いますし、先ほ

どの御質問にもありましたけれども、人口減少が抑制されている島々については、この交

付金だけではなくて、先ほど言った各省庁、皆さん離島振興について様々な事業をやって

おりますので、そういった総合的な成果というところもあろうかと思いますけれども、や

はり島によっても状況は違います。 

 ですので、我々の交付金事業では、横展開するときには、例えば島の人口であったり、

そういったところもつけた資料をつくってもって、似たような島で活用できるというのを

期待しているというところもございます。 

 自治体ごとの交付金事業計画の目標設定につきましては、我々、交付金事業計画が出て

きたときにヒアリングをしますので、著しくロジックが十分整理されていないようなもの

については、当然助言もいたします。 
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 ただ、これまではロジックモデル上の短期的な指標として使っていたわけではないので、

あくまでも交付金の、あるいは査定の参考として使っていた性格のものでありますので、

今後は、事業計画が出てきたときの成果目標というものの考え方というところは、自治体

に対してしっかりヒアリングをし、不十分であれば必要な助言をしていくということはや

っていきたいというふうに考えています。 

【滝澤委員】  ありがとうございます。減少率のところはウエートをつけるとかして加

重されてもよいかもしれません。 

 以上です。 

【杉本委員】  その他ございませんでしょうか。 

 それでは、ちょっと私のほうからも質問させていただきます。今、滝澤先生のほうから

も御指摘がありましたけれども、そもそも補助事業を採択するときに、ＫＰＩの設定につ

いても何らかの評価をされて、そして採択に結びつけていったということかなというふう

に思いましたけれども、今後は、ＥＢＰＭの観点も含めて再評価する方向性であるという

ふうに理解をいたしましたが、これまでは、ＫＰＩの評価の方法として、どういうＫＰＩ

がよろしいとして考えていらっしゃったのかなということが、お伺いしたいことの一つで

す。 

 それから、このＫＰＩ、離島振興法の目的は、人口減少、定住促進という大目標がある

と思いますけれども、この資料を拝見すると、先ほど他の委員の方も御示唆されたように

思いますが、ある程度の人口規模がいるところといいますか、そもそも人口も含めてリソ

ースが相当ありそうなところと、それほど恵まれていないところといいますか、かなり島

のバックグラウンドにもともとの差があるのかなと。 

 その差があるところで一律に評価するということが、なかなか難しいんじゃないのかな

と直感的に思ったんですけれども、その点はいかがかなというところ、御意見をお伺いし

たいなというふうに思いました。 

 今の話は、もともと人口減少につきまして、もともとある人口規模ですとか、観光を除

いた産業がそもそもあるとかないとか、そのようなことが影響しているのではないかとい

うことを大前提に、今、お話をしたのですが、そもそもその認識が正しいのかどうかとい

うことも含めて、教えていただければと思いました。すみません、よろしくお願いします。 

【説明者】  お答え申し上げます。ＫＰＩの設定でありますけれども、これまでも交付

金事業計画上、成果目標というのを設定させています。それは自治体に幾つかの指標を出
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してもらっているというところです。 

 我々としては、本来、例えば移住を促すような事業であれば、佐渡市が行っているよう

に、実際に住宅を整備すれば、その住宅を使った人がどれだけ、実際にお試し住宅を使っ

て移住につながっているのかであるとか、離島留学について、寄宿舎の運営費を整備して

いる事業であれば、しっかりそれをＰＲすることによって離島留学の寄宿舎の人数がこれ

だけ来たというところを成果目標とする、こういうのが大事だというふうに思っています

が、例えばイベントだと、１個のイベントの成果なのに、島全体の観光客が増えますみた

いなところがあると、そこは事業の成果と、若干ロジックが飛躍しているようなところが

出てくると思いますが、そういったところを、これからはしっかり我々のほうでも見て、

事業に即した成果目標というのが、どういう指標が考えられるのかというのは、自治体と

よく意見交換をしていきたいというふうに考えております。 

 先生おっしゃるとおり、離島というのは２５６、指定離島がございますけれども、離島

によって様々です。やはりバックグラウンドが全く違います。人口の多寡もそうですし、

産業基盤についてもそうですし、交通条件につきましても、それは一つとして同じ離島は

ないというふうに私も考えています。 

 ですので、バックグラウンドに応じた施策というのが大事だと思っていまして、その点

では、この離島活性化交付金制度というのは、自治体の創意工夫によって事業メニューが

選択できるという制度でありますので、まさに自治体が置かれているそれぞれの状況、立

場、特に施策として力を入れていきたい点、そういうものに対して、自治体のお考えで事

業を選択して実施ができるという意味では、自治体からも高く評価をいただいている事業

でございます。 

【杉本委員】  ありがとうございました。そうすると、今後は自治体さんの背景も考慮

して、採択のときにＫＰＩを国交省さんのほうからも御指導いただいて、ＥＢＰＭに即し

て、また自治体のバックグラウンドにも即したＫＰＩを練り上げていただける方向に行く

ということで理解しました。ありがとうございました。 

 その際に、先ほどの人口減少の結果なんですけれども、これは何らかの統計的な方法で、

幾つかのファクターによって、そもそも人口が減りやすい状況にある島とそれほどでもな

い島というのは、何か識別する方法はないのでしょうか。 

【説明者】  その点では、いわゆる市町村全部が離島の自治体、我々はこれを「全部離

島」と呼んでいますけども、全部離島については、厚生労働省の人口問題研究所のほうで
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将来人口推計というのをやっておりますので、その数字も我々は見ています。 

 これによっても、やはり離島によって、大きく減るところもあれば、減るは減るんです

けれども何とか食いとどまってと、そこはあります。やはり年齢構成であったり、社会増

減の状況だったり、様々違うというふうに思っていますので、我々としてもそういうデー

タも参考としつつ、また自治体とも共有しながら、それぞれの自治体の抱えている年齢構

成等々に応じたり、それぞれの離島の移住者を呼び込む戦略に応じて、支援をしていきた

いというふうに考えています。 

【杉本委員】  ありがとうございました。ある程度そこも加味しないと、結果だけで評

価できないなというふうに感じていたのですが。 

 すみません、レビューシートのほうで支出額を見ますと、一番上位が上島町の２億９,０

００万円。それから、ずっとたどっていきますと５万円ぐらいのところ。これは２分の１

でしょうかね。 

 ということは、２億９,０００億ということは約６億という事業規模ということでしょ

う。相当規模の違いがあるわけなのですが、これだけ規模の違いがあると、ＫＰＩの設定

が、直接的な減少とかということには――例えば５万円の事業って何の事業なのか、パン

フレットを作るとかそれぐらいのことなのか、ちょっとよく分かりませんが、ＫＰＩの設

定を、この事業そのものが自治体の創意工夫を生かすということですので、自治体さんの

ほうと相談しながら適切なものを選ぶということになると思うのですが、そういう意味で

は、相当違うＫＰＩをここに設定するという方向になりそうでしょうか。 

【木村会計課長】  恐れ入ります。すみません、あと残り５分ぐらいで引き継ぎ時間に

なりますので、コメントの記入をお願いいたします。 

【説明者】  まさに今、杉本先生のおっしゃったとおりで、事業規模が全然違います。

例えば今回、これは令和５年度の支出の状況でありますので、上島町であれば、これが大

きく２億９,０００万となっている枢要の要因というのは、寄宿舎の整備です。離島留学、

弓削高校の寄宿舎の整備という、いわゆる施設整備が入っているので大きくなっています

けれども、５万円、１０万円というのは、非常に小さなソフト事業をやっているような自

治体です。 

 ですので、それぞれのＫＰＩも、その事業に即して、多分離島留学の寄宿舎整備であれ

ば、先ほど来出ているとおり、寄宿舎に実際に生徒が何人来ているかというところが大き

いと思いますし、小規模な事業であれば、そこはその事業の目的に照らした適切な指標設
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定というのを、自治体のほうにも考えていただき、我々としても助言しながら、それぞれ

の事業規模に応じた成果目標というのを立てていきたいなというふうに考えています。 

【杉本委員】  ありがとうございました。最後に優良事例なんですが、優良事例、今の

上島町、寄宿舎をつくっているケースでは、もともと国際バカロレアの私立の学校があっ

て、プラス県立の学校をつくるという状況ですとか、それから佐渡市の場合には、もとも

と佐渡という島のリソースがしっかりしていて、恐らく市の方の人的レベルも相当高くて、

対馬市においても有望な産業がもともとあったという、もともとリソースが相当しっかり

しているところを優良事例として取り上げているのではないかなと思うのですが、ほかの

島にとって役に立つのは、リソースがあんまりないところでうまくいったケースが、実は

必要なんじゃないかなと思うんですけれども、そこは、この優良事例をどういう観点で採

択されているのかなということを思いました。 

【説明者】  今回御紹介させていただいたのは、数ある事業の中でも、そういう意味で

は成果目標が事業に対して合理的に設定されていて、これまで事業が終了しているものも

ありますので、その成果実績というのが、目標に従って優良な数字が出ているという観点

で選定をさせていただいているところです。 

 ただ、先生おっしゃるとおり、リソースがない中、頑張っているところで成果を上げた

という観点は、それは数字以上に大事な点もあると思いますので、それも我々、離島の自

治体に、この離島活性化交付金事業を使った優良事例を横展開していくに当たっては、今

御指摘の点も踏まえて、優良事例の選定というのをしていきたいというふうに考えており

ます。 

【杉本委員】  ありがとうございました。ぜひ、頑張っているところを応援していただ

きたいなと思いました。 

 私からは以上です。 

【木村会計課長】  質疑時間がおおむね３０分ほど経過いたしましたので、以上でよろ

しいでしょうか。 

 コメントをもし書き終えていない委員の方がいらっしゃれば、時間を３分ほど取ります

ので、この時間にコメントをおまとめいただければと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

【杉本委員】  まだ時間があるようであれば、先生方、何かありませんか。 

 すみません、ちなみに、先ほどの少額の５万円とか１０万とかという事業というのは、
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具体的な何をなさっているのでしょうか。三島村さんとか、呉市。 

【説明者】  呉市は、これは離島の海岸清掃事業を地域のまちづくり協議会と一緒にや

るときの経費を、市のほうから補助した経費の２分の１を、我々の交付金を使っていただ

いているということです。 

 人口が数人規模の離島で、なかなか地域の人たちだけだと海岸清掃等も十分できないと

ころを、本土側の人たちと一緒になって海岸清掃することによって、本土側の人にも離島

に関心を持ってもらうというところの事業を起こしていただくというものになります。 

【杉本委員】  いろいろ細かい配慮がされているということですね。 

【説明者】  そうですね。その意味では、自治体がこれまで単費でされているような事

業でも、なかなか、特に呉市さんあたりだと離島が全部ではなくて、大きな市の中に一部

離島があるということですので、そこにどこまで、数人の離島に市の財政を投入するのか

というのは常に議論になりますので、こういったところで我々の交付金制度があるという

ことで、国としてもその費用を補填するということで、離島で事業をしやすくするという

ところが、一つ、我々が離島に特化した制度を持っている意義ではないかなというふうに

考えているところです。 

【杉本委員】  清掃事業でＫＰＩといいますと、なかなか、アウトカム指標は取りにく

いですね。（笑） アウトプット指標は見やすいかもしれませんけれど。いろいろ御苦労さ

れているんだなということがよく分かります。 

 あと、２０万円台ぐらいのところも結構ありますし、そこら辺も似たような、割とスポ

ット的な支援をされているという事業だというふうに理解してよろしいでしょうか。 

【説明者】  そうですね。あとは、少額なものでありますのは海上輸送費支援事業で、

特に内海の離島のように輸送距離が短いようなところというのは、産品を輸出する海上輸

送費部分を支援したとしても、額としては大きな額になりませんので、そういった意味で

少額になっているところはありますけれども、ただ、その離島の事業者さんにとっては、

コスト負担がされることによって、産品の競争力であったりコスト削減に結びついている

という意味では、効果を発揮しているというところでございます。 

【杉本委員】  御説明ありがとうございました。 

 事務局のほうから、コメントの取りまとめが参りましたので、発表させていただきます。 

 本事業に関する事業の改善の方向性等につきまして、ＥＢＰＭの観点から担当部局が最

も取り組まなければならない事項について、先生方よりコメントをいただきました。 
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 その他、ＥＢＰＭ以外の観点も含めて、幅広く、本事業の取組の改善の方向性について、

先生方からコメントをいただいております。 

 これらの御意見を踏まえまして、この公開プロセスの取りまとめコメントといたしまし

ては、ＥＢＰＭの観点からの評価を提示していただいていると思う。また、修正の御提案

のある短期指標にも賛成する。個別にすることによって、各自治体にも政策を構築する努

力が必要になり、また、横展開を含めて、今後の政策遂行のための政策力向上に寄与する

と思う。なお、離島振興法の配慮事項も含めた、総合的な現状や政策の把握をお願いして

おきたい。 

 次のコメントですが、自治体それぞれが目標を設定していて、達成状況については調査

可能であるとのことで、そうした達成状況を短期アウトカムにするという提案があったが、

その方針に賛成である。ただし、目標設定自体が適切であるかどうかは検証すべきと思わ

れる。また、効果検証の結果、効果が高いことが確認された事例の横展開も図られるべき

である。 

 次のコメントですが、この事業が自治体の創意工夫を重視するという特徴があることを

考えると、アウトカム指標については、事業開始時に、離島振興法に基づき、人口減少防

止、定住促進等の一般的なＫＰＩを設定するとともに、個々の補助事業の選定時に提示さ

れる細分化されたアウトカムのＫＰＩ、短期・中期・長期を審査の対象としてはどうか。

その際に、人口減少にもともとの人口規模が影響していないか、他の要素の影響を加味し

て、ＫＰＩを評価する必要がないか。 

 短期アウトカムを各事業の成果目標の達成状況とするのは適切だと思う。その一方で、

定住促進事業と交流促進事業のそれぞれの中期アウトカムとして、人口増減と観光入り込

み客数を並列させてもよいのではないか。観光客数は、交流促進事業部分の指標としてあ

る程度適切だが、定住促進事業に関する指標を別途補足すべきである。 

 事業ごとの成果目標の達成割合については、採択状況の競争率が高くないことを考える

と、成果目標を引き下げる効果をもたらす可能性がある点に留意する必要はある。 

 優良な事例の横展開は大変重要であるため、年１回のセミナーだけではなく、御関心を

持った際に優良な事例を把握できる情報の発信と、さらに、行政や取組の関係者等の担当

者同士が交流できるような仕組みも必要だと考える。 

 以上とさせていただきたいと思いますが、ほかに、先生方、御意見ございませんでしょ

うか。よろしいでしょうか。 
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 それでは、先ほど述べました事項をもちまして、本事業の取りまとめコメントとさせて

いただきます。また、その他のコメントも含めまして、いただいたコメントについては、

後日、国土交通省のホームページで掲載いたします。 

 本日は本当にありがとうございました。 

【説明者】  ありがとうございました。 


